
議案３６－１  

第 ３ ６ 号 議 案  

久 留 米 市 立 小 中 学 校 通 学 区 域 審 議 会 委 員 の 任 命 又 は 委 嘱  

に つ い て  

 

上 記 の 議 案 を 提 出 す る 。  

 

平 成 ３ ０ 年 ６ 月 １ ９ 日  

教 育 長   大 津  秀 明  

 

提 案 理 由  

 久 留 米 市 立 小 中 学 校 通 学 区 域 審 議 会 委 員 の 辞 任 に 伴 い 、そ の 後 任 の

委 員 を 任 命 又 は 委 嘱 し よ う と す る も の で あ る 。  



区　　　　分 氏　　　　名 所　　　　　　　属 任　　　　期

やすい　まさよし

市立小中学校の父母
教 師 会 の 役 員

安井　正佳
久留米市立大橋小学校
父母教師会

ふちがみ　あきこ

〃 淵上　アキ子
久留米市立櫛原中学校
父母教師会

ならはし　えつこ

市立小中学校の校長 楢橋　閲子 久留米市立宮ノ陣小学校

にしだ　まさのり

市立小中学校の校長 西田　正典 久留米市立諏訪中学校

うしじま　かずこ

市立小中学校の教職員 牛島　和子 久留米市立青陵中学校

久留米市立小中学校通学区域審議会委員の任命又は委嘱について

　  久留米市立小中学校通学区域審議会規則第4条の規定により､下記の者を久留米市立小中学校通学
  区域審議会委員に任命又は委嘱する。

記

平成30年
　6月28日から

平成30年
　11月30日まで

議案３６－２



所属 所属

知識経験者 早田
そ う だ

　耕一郎
こういちろう

久留米市議会 早田
そ う だ

　耕一郎
こういちろう

久留米市議会

〃 秋永
あきなが

　峰子
み ね こ

　　　〃 秋永
あきなが

　峰子
み ね こ

　　　〃

〃 太田
お お た

　佳子
よ し こ

　　　〃 太田
お お た

　佳子
よ し こ

　　　〃

〃 田住
た ず み

　和也
か ずや

　　　〃 田住
た ず み

　和也
か ずや

　　　〃

〃 森﨑
もりさき

　巨樹
ま さ き

　　　〃 森﨑
もりさき

　巨樹
ま さ き

　　　〃

〃 松浦
まつうら

　忍
しのぶ 久留米男女共同参画

推進ネットワーク 松浦
まつうら

　忍
しのぶ 久留米男女共同参画

推進ネットワーク

〃 古賀
こ が

　秀
ひで

心
み 久留米市校区まちづくり

連絡協議会 古賀
こ が

　秀
ひで

心
み 久留米市校区まちづくり

連絡協議会

市立小中学
校の父母教
師会の役員

山下
やました

　尚
ひさし 久留米市立善導寺小学校

父母教師会
○ 安井

やすい

　正
まさ

佳
よし 久留米市立大橋小学校

父母教師会

〃 田中
た な か

　修二
しゅうじ 久留米市立櫛原中学校

父母教師会
○ 淵上

ふちがみ

　アキ子
こ 久留米市立櫛原中学校

父母教師会

市立小中学
校の校長 大久保

お お く ぼ

　美加
み か

久留米市立荘島小学校 ○ 楢
なら

橋
はし

　閲子
え つ こ

久留米市立宮ノ陣小学校

〃 穴見
あ な み

　玲
れい

子
こ

久留米市立船越小学校 穴見
あ な み

　玲
れい

子
こ

久留米市立船越小学校

〃 内田
う ち だ

　哲
てつ

久留米市立筑邦西中学校 ○ 西田
に し だ

　正典
まさのり

久留米市立諏訪中学校

市立小中学
校の教職員 北島

きたじま

　真弓
ま ゆ み

久留米市立上津小学校 ○ 牛島
うしじま

　和子
か ず こ

久留米市立青陵中学校

市の職員 井上
いのうえ

　謙介
けんすけ

協働推進部 井上
いのうえ

　謙介
けんすけ

協働推進部

〃 秦
はた

　美樹
み き

　　〃 秦
はた

　美樹
み き

　　〃

15人/委員数 15人/委員数

[委員任期]
　平成28年12月1日から平成30年11月30日（２年間）
　新委員（○）の任期は平成30年6月28日から平成30年11月30日（前任者の残任期間）

久留米市立小中学校通学区域審議会委員新旧対照表

区分
旧　名　簿 新　名　簿

氏名 氏名

議案３６－資料１　



議案３６－資料２ 

○久留米市立小中学校通学区域審議会規則 

 

昭和 40 年 10 月 21 日 

久留米市教育委員会規則第 6 号 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

(組織) 

第 3 条 審議会は、委員 15 人以内をもつて組織する。 

2 前項の規定にかかわらず、特定の事項を調査審議させるため必要があ

るときは、臨時委員を任命し、又は委嘱することができる。この場合に

おいて、その数は特定の事項別に 2 人以内とする。 

(平 8 教規則 5・一部改正) 

 

(委員) 

第 4 条 審議会の委員は、次に掲げるものについて教育委員会が任命又は

委嘱する。 

(1) 知識経験者 

(2) 市立小中学校の父母教師会の役員 

(3) 市立小中学校の校長 

(4) 市立小中学校の教職員 

(5) 市の職員 

(6) その他教育委員会が必要と認めるもの 

(平 8 教規則 5・平 9 教規則 4・平 25 教規則 19・一部改正) 

 

(委員の任期) 

第 5 条 前条第 1 項の委員の任期は､2 年とする｡ただし､再任を妨げない｡ 

2 補欠委員の任期は､前任者の残任期間とする｡ 

3 第 3 条第 2 項の臨時委員の任期は､2 年を超えない範囲内で当該特定の

事項を調査審議するため教育委員会が必要と認めた期間とする｡ただし､

当該規定の事項に関する調査審議が終了しない場合には､同様の取扱い

により再任または委嘱の更新を行うことができるものとする｡ 

4 前項の任期にかかわらず､当該特定の事項の調査審議が終了した場合

には､臨時委員はその任を解かれたものとみなす｡ 

(平 8 教規則 5・一部改正) 



議案３７－１ 

第３７号議案 

  久留米市立図書館協議会委員の任命について 

 

 上記の議案を提出する。 

 

平成３０年６月１９日 

  教育長  大津 秀明 

 

 提案理由 

 久留米市立図書館協議会委員の任期が平成３０年６月３０日をもって満了す

るので、新任委員を任命しようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案３７－２

久留米市立図書館協議会委員の任命について 

 久留米市立図書館協議会条例第２条により、下記の者を久留米市立図書館協議会委員に

任命する。 

記 

区分 氏 名 所  属 任 期

藤田  喜一郎 あかつき幼稚園園長

楢橋 閲子 宮ノ陣小学校校長

佐野 淳 宮ノ陣中学校校長

学校教育の

関係者

内田 武文 明善高等学校校長

佐藤  あい子 久留米男女共同参画推進ネットワーク

濱田 久喜 久留米市校区まちづくり連絡協議会
社会教育の

関係者

稲益 英子 久留米市社会教育委員

馬渡  千鶴子 おはなしボランティア

渡辺 眞理 布の絵本ボランティア

大櫛 廣子 点訳ボランティア

家庭教育の

向上に資す

る活動を行

う者 保坂 貞博 かわい保育園園長

早田  耕一郎 久留米市議会議員

別府 龍江 全国童話人協会

永利 和則 日本図書館協会

遠山 潤 久留米大学

松井  恵美子 福岡県立図書館

学識経験の

ある者

梅野  智美 九州大谷短期大学 

平成３０年

７月１日 ～

平成３２年

６月３０日まで



議案３７－資料１

久留米市立図書館協議会委員  旧新対照表

旧名簿 新名簿

区分 氏 名 役職名または所属 区分 氏 名 役職名または所属

遠山
とおやま

和良
まさたか

聖使幼稚園園長 ＊藤田
ふじた

喜一郎
きいちろう

あかつき幼稚園園長

田口
たぐち

 聡子
さとこ

柴刈小学校長 ＊楢橋
ならはし

閲子
えつこ

宮ノ陣小学校長

佐野
さ の

 淳
あつし

宮ノ陣中学校長 佐野
さ の

 淳
あつし

宮ノ陣中学校長

学校教育

の関係者

長
ちょう

俊 一
しゅんいち

明善高等学校校長

学校教育

の関係者

＊内田
うちだ

武
たけ

文
ふみ

明善高等学校校長

佐藤
さとう

 あい子
あ い こ 久留米男女共同参画推進

ネットワーク 佐藤
さとう

 あい子
あ い こ 久留米男女共同参画推進

ネットワーク

濱田
はまだ

久喜
ひさき 久留米市校区まちづくり

連絡協議会 濱田
はまだ

久喜
ひさき 久留米市校区まちづくり

連絡協議会

社会教育

の関係者

稲
いな

益
ます

 英子
ひでこ

久留米市社会教育委員

社会教育

の関係者

稲
いな

益
ます

 英子
ひでこ

久留米市社会教育委員

永松
ながまつ

千枝
ち え

おはなしボランティア ＊馬渡
まわたり

千鶴子
ち づ こ

おはなしボランティア

中園
なかぞの

壽子
ひさこ

おはなしボランティア ＊渡辺
わたなべ

眞
ま

理
り

布の絵本ボランティア

大塚
おおつか

 節子
せつこ

録音ボランティア ＊大櫛
おおくし

廣子
ひ ろ こ

点訳ボランティア

家庭教育

の向上に

資する活

動を行う

者

保坂
ほさか

貞
さだ

博
ひろ

川会保育所園長

家庭教育

の向上に

資する活

動を行う

者

保坂
ほさか

貞
さだ

博
ひろ

かわい保育園園長

早田
そうだ

耕一郎
こういちろう

市議会議員 早田
そうだ

耕一郎
こういちろう

市議会議員

別府
べっぷ

龍江
たつえ

全国童話人協会 別府
べっぷ

龍江
たつえ

全国童話人協会

永
なが

利
とし

和則
かずのり

日本図書館協会 永
なが

利
とし

和則
かずのり

日本図書館協会

遠山
とおやま

潤
じゅん

久留米大学 遠山
とおやま

潤
じゅん

久留米大学

中野
なかの

里
り

恵
え

前福岡県立図書館副館長 ＊松井
まつい

恵美子
え み こ

福岡県立図書館副館長

学識経験

のある者

川島
かわしま

久美子
く み こ

日本子どもの本研究会

学識経験

のある者

＊梅野
うめの

智美
ともみ

九州大谷短期大学

＊は新任委員。



議案３７－資料２ 

○久留米市立図書館協議会条例（抜粋）  
                           昭和５７年３月２９日  
                           久留米市条例第１３号  
 (趣旨及び設置 ) 

第 1 条 久留米市立図書館の適正な運営を図るため、図書館法 (昭和 25 年法律第 118
号 )第 14 条の規定に基づき、久留米市立図書館協議会 (以下「協議会」という。 )を
設置する。  
 (委員の任命の基準 ) 

第 2 条 教育委員会は、協議会の委員を学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の

向上に資する活動を行う者並びに学識経験のある者の中から任命するものとする。  
(委員の定数 ) 

第 3 条 協議会の委員（以下「委員」という。）の定数は、２０人以内とする。  
（委員の任期）  

第４条 委員の任期は、2 年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員の

任期は、前任者の残任期間とする。  
2 委員は再任されることができる。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                          



議案３８－１ 

 

第３８号議案 

久留米市社会教育委員の委嘱について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成３０年６月１９日 

教育長  大津 秀明 

 

提案理由 

久留米市社会教育委員の辞任に伴い、後任の委員を委嘱しようとするもので

ある。 

  

 



議案３８－２ 

 

久留米市社会教育委員の委嘱について 

 

 

社会教育法第１５条第２項により、下記の者を久留米市社会教育委員に委嘱

する。 

 

 

記 

 

 

区  分 氏  名 所  属 任  期 

社会教育関係者 高
たか

 栁
やなぎ

 美
み

 加
か

 久留米市小中学校父母教師会連合会 
平成３０年７月１日から 

平成３０年１１月３０日まで 

 

 



議案３８－資料１ 

 

  久留米市社会教育委員新旧対照表 

※は、新任委員 

旧名簿 新名簿（H30.7.1～） 

区 分 

氏  名 所   属 氏  名 所   属 

学校教育関係者 樋
ひ

口
ぐち

 恵
けい

子
こ

 久留米市小学校長会 樋
ひ

口
ぐち

 恵
けい

子
こ

 久留米市小学校長会 

寺
てら

﨑
さき

 眞
まこと

 
久留米市校区まちづく

り連絡協議会 寺
てら

﨑
さき

 眞
まこと

 
久留米市校区まちづ

くり連絡協議会 

田
た

中
なか

 幹
みき

雄
お

 
久留米市子ども会 

連合会 田
た

中
なか

 幹
みき

雄
お

 
久留米市子ども会 

連合会 

池
いけ

田
だ

 博
ひろ

子
こ

 
久留米市女性の会 

婦人会連絡協議会 池
いけ

田
だ

 博
ひろ

子
こ

 
久留米市女性の会 

婦人会連絡協議会 

彌
や

永
なが

 真
ま

紀
き

 
久留米市小中学校 

父母教師会連合会 ※高
たか

栁
やなぎ

 美
み

加
か

 
久留米市小中学校 

父母教師会連合会 

 

社会教育関係者 

伊藤
い と う

 正博
まさひろ

 久留米市体育協会 伊藤
い と う

 正博
まさひろ

 久留米市体育協会 

家庭教育関係者 稲
いな

益
ます

 英子
ひ で こ

 
久留米市民生委員 

児童委員協議会 稲
いな

益
ます

 英子
ひ で こ

 
久留米市民生委員 

児童委員協議会 

石井
い し い

 秀夫
ひ で お

 久留米市議会議員 石井
い し い

 秀夫
ひ で お

 久留米市議会議員 

江村
え む ら

 理奈
り な

 久留米大学 江村
え む ら

 理奈
り な

 久留米大学 

 

学識経験者 

椎
しい

山
やま

 克
かつ

己
み

 
久留米信愛女学院 

短期大学 椎
しい

山
やま

 克
かつ

己
み

 
久留米信愛女学院 

短期大学 



議案３８－資料２ 
 

○社会教育法（抜粋）  

(昭和二十四年六月十日 )  

(法律第二百七号 )  

 

 (社会教育委員の設置 )  

第十五条 都道府県及び市町村に社会教育委員を置くことができる。  

２ 社会教育委員は、教育委員会が委嘱する。  

 (社会教育委員の職務 )  

第十七条 社会教育委員は、社会教育に関し教育委員会に助言するため、次の

職務を行う。  

一 社会教育に関する諸計画を立案すること。  

二 定時又は臨時に会議を開き、教育委員会の諮問に応じ、これに対して、意

見を述べること。  

三 前二号の職務を行うために必要な研究調査を行うこと。  

 (社会教育委員の委嘱の基準等 )  

第十八条 社会教育委員の委嘱の基準、定数及び任期その他社会教育委員に関

し必要な事項は、当該地方公共団体の条例で定める。この場合において、社

会教育委員の委嘱の基準については、文部科学省令で定める基準を参酌する

ものとする。  

 

 

○久留米市社会教育委員条例（抜粋）  

昭和 36 年 4 月 1 日  

久留米市条例第 11 号  

(目的及び設置 )  

第 1 条 社会教育法 (昭和 24 年法律第 207 号 )第 15 条の規定により、社会教育

委員 (以下「委員」という。 )を置く。  

(定数 )  

第 2 条 委員の定数は、 10 人以内とする。  

(委員 )  

第 3 条 委員は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活

動を行う者並びに学識経験のある者の中から、教育委員会が委嘱する。  

２ 委員の任期は、2 年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間

とする。  

 



議案３９－１ 

第３９号議案 

久留米市生涯学習センター運営委員会委員の任命又は委嘱について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成３０年６月１９日 

教育長  大津 秀明 

 

提案理由 

久留米市生涯学習センター運営委員会委員の辞任に伴い、後任委員を任命又は

委嘱しようとするものである。 

 

 

 



議案３９－２ 

久留米市生涯学習センター運営委員会委員の任命又は委嘱について 

 

久留米市生涯学習センター運営委員会規則第４条の規定により、下記の者を久

留米市生涯学習センター運営委員会委員に任命又は委嘱する。 

記 

 

区 分 氏 名 所  属 任 期 

川島
かわしま

 芳子
よ し こ

 久留米市生涯学習センター利用者の会 (1)センターの利用者 

木下
きのした

 等
ひとし

 久留米市生涯学習センター利用者の会 

木村
き む ら

 奈緒美
な お み

 久留米市小学校父母教師会連合会 

豊福
とよふく

 千
ち

恵美
え み

 久留米市中学校父母教師会連合会 

別府
べ っ ぷ

 正宏
まさひろ

 社会福祉法人 久留米市社会福祉協議会 

(2)社会教育の関係者 

矢野
や の

 邦彦
くにひこ

 福岡県教育庁北筑後教育事務所 

(3)学校教育の関係者 坂井
さ か い

 豊
ゆたか

 久留米市中学校長会 

(5)その他教育委員会
が必要と認める者 堀田

ほ っ た

 富子
と み こ

 
久留米市男女平等推進センター 
利用者連絡協議会 

平成 30年 7月 1日から 

平成31年6月30日まで 

 



議案３９－３ 

久留米市田主丸生涯学習センター運営委員会委員の委嘱について 

 

久留米市生涯学習センター運営委員会規則第４条の規定により、下記の者を

久留米市田主丸生涯学習センター運営委員会委員に委嘱する。 

 

記 

 

区  分 氏  名 所  属 任  期 

古賀
こ が

 良雄
よしお

 
田主丸地域校区まちづくり振興会 

連絡会議 

(2)社会教育の関係者 

眞
ま

弓
ゆみ

 英津子
え つ こ

 久留米市１ブロック小中ＰＴＡ協議会 

(3)学校教育の関係者 田口
たぐち

 聡子
さとこ

 田主丸事務所管内小・中学校連絡会 

平成 30 年 7 月 1 日から 

平成 31 年 6月 30 日まで 

 



議案３９－４ 

久留米市北野生涯学習センター運営委員会委員の任命又は委嘱について 

 

久留米市生涯学習センター運営委員会規則第４条の規定により、下記の者を久

留米市北野生涯学習センター運営委員会委員に任命又は委嘱する。 

 

記 

 

区 分 氏 名 役  職 任   期 

内田
うちだ

 隆
りゅう

次
じ

 北野中学校校長 

中原
なかはら

 浩
ひろし

 金島小学校校長 

髙
たか

橋
はし

 節子
せつこ

 北野中学校ＰＴＡ書記 

(3)学校教育の関係者 

 

髙
たか

松
まつ

 真由美
ま ゆ み

 大城小学校ＰＴＡ副会長 

平成 30年 7月 1日から 

平成31年6月30日まで 



議案３９－５ 

久留米市城島生涯学習センター運営委員会委員の委嘱について 

 

久留米市生涯学習センター運営委員会規則第４条の規定により、下記の者を

久留米市城島生涯学習センター運営委員会委員に委嘱する。 

 

記 

 

区 分 氏 名 所  属 任 期 

(2)社会教育の関係者 江島
えしま

 誠
まこと

 久留米市城島町ＰＴＡ連絡会 
平成 30 年 7 月 1 日から 

平成 31年 6月 30日まで 

 



議案３９－６ 

久留米市三潴生涯学習センター運営委員会委員の委嘱について 

 

久留米市生涯学習センター運営委員会規則第４条の規定により、下記の者を久

留米市三潴生涯学習センター運営委員会委員に委嘱する。 

 

記 

 

 

区 分 氏 名 役  職 任 期 

小林
こばやし

 佐智子
さ ち こ

 三潴町小中学校父母教師会連絡会副会長 
(3)学校教育の関係者 

山下
やました

 和代
かずよ

 三潴体育振興協会副会長 

平成 30年 7月 1日から 

平成31年6月30日まで 



議案３９－資料１

久留米市生涯学習センター運営委員会委員新旧対照表

旧 名 簿 新 名 簿 
区 分 

氏 名 所 属 氏 名 所 属 

山村
やまむら

 秀
ひで

敏
とし

 
久留米市生涯学習セ

ンター利用者の会
※川島

かわしま

 芳子
よ し こ

 
久留米市生涯学習セ

ンター利用者の会

(1)センターの利用者 

大津
お お つ

 栄
さかえ 久留米市生涯学習セ

ンター利用者の会
※木下

きのした

 等
ひとし 久留米市生涯学習セ

ンター利用者の会

濱田
は ま だ

 久喜
ひ さ き

 
久留米市校区まちづ

くり連絡協議会 
濱田
は ま だ

 久喜
ひ さ き

 
久留米市校区まちづ

くり連絡協議会 

北島
きたじま

 尚子
な お こ

  
久留米市子ども会連

合会 北島
きたじま

 尚子
な お こ

  
久留米市子ども会連

合会 

池田
い け だ

 博子
ひ ろ こ

 
久留米市女性の会連

絡協議会 
池田
い け だ

 博子
ひ ろ こ

 
久留米市女性の会婦

人会連絡協議会 

赤瀬
あ か せ

 慶子
け い こ

 
久留米市小学校父母

教師会連合会 
※木村

き む ら

 奈緒美
な お み

 
久留米市小学校父母

教師会連合会 

五郎
ご ろ う

丸
まる

 弥生
や よ い

 
久留米市中学校父母

教師会連合会 
※豊福

とよふく

 千
ち

恵美
え み

 
久留米市中学校父母

教師会連合会 

草場
く さ ば

 玲子
れ い こ

 久留米連合文化会 草場
く さ ば

 玲子
れ い こ

 久留米連合文化会 

名嶋
な じ ま

 治
おさむ 社会福祉法人久留米

市社会福祉協議会 
※別府

べ っ ぷ

 正宏
まさひろ

 
社会福祉法人久留米

市社会福祉協議会 

吉岡
よしおか

マサヨ
久留米男女共同参画

推進ネットワーク 吉岡
よしおか

マサヨ
久留米男女共同参画

推進ネットワーク 

(2)社会教育の関係者 

矢野
や の

 沙織
さ お り

 
福岡県教育庁北筑後

教育事務所 
※矢野

や の

 邦彦
くにひこ

 
福岡県教育庁北筑後

教育事務所 

目
め

野
の

 美紀
み き

 久留米市小学校長会 目
め

野
の

 美紀
み き

 久留米市小学校長会 
(3)学校教育の関係者 

笠
りゅう

  一生
か ず お

 久留米市中学校長会 ※坂井
さ か い

 豊
ゆたか

久留米市中学校長会 

田中
た な か

 多門
た も ん

 久留米市議会議員 田中
た な か

 多門
た も ん

 久留米市議会議員 
(4)学識経験者 

菊竹
きくたけ

 章
しょう

剛
ごう

 
特定非営利活動法人 

久留米音楽協会 菊竹
きくたけ

 章
しょう

剛
ごう

 
特定非営利活動法人 

久留米音楽協会 

(5)その他教育委員会

が必要と認める者 池田
い け だ

 幸代
さ ち よ

 

久留米市男女平等推

進センター利用者連

絡協議会 

※堀田
ほ っ た

 富子
と み こ

 

久留米市男女平等推

進センター利用者連

絡協議会 

※は新任委員



議案３９－資料２

久留米市田主丸生涯学習センター運営委員会委員新旧対照表 

旧 名 簿 新 名 簿 
区 分 

氏 名 所 属 氏 名 所 属 

上野
うえの

 恵美子
え み こ

  田主丸文化協会 上野
う え の

 恵美子
え み こ

田主丸文化協会 
(1)センターの利用者

高山
たかやま

 満典
みつのり

 
田主丸地区民生員・

児童委員協議会 高山
たかやま

 満典
みつのり

 
田主丸地区民生員・児

童委員協議会 

 保坂
ほさか

 昌
まさ

孝
たか

 

田主丸地域校区まち

づくり振興会連絡会

議 
※古賀

こ が

 良雄
よしお

 

田主丸地域校区まち

づくり振興会連絡会

議 

別府
べっぷ

 弓子
ゆみこ

 
久留米市１ﾌﾞﾛｯｸ小

中ＰＴＡ協議会 ※眞
ま

弓
ゆみ

 英津子
え つ こ

 
久留米市１ﾌﾞﾛｯｸ小中

ＰＴＡ協議会 

小西
こにし

 裕也
ひろえ

 
久留米市スポーツ 

推進委員連絡協議会 小西
こにし

 裕也
ひろえ

 
久留米市スポーツ 

推進委員連絡協議会 

上村
うえむら

  好
よしみ

田主丸体育振興協会 上村
うえむら

  好
よしみ

田主丸体育振興協会 

小林
こばやし

 整子
せいこ

 田主丸町商工会 小林
こばやし

 整子
せいこ

 田主丸町商工会 

(2)社会教育の関係者

山下
やました

 イセ子
い せ こ 田主丸町地域婦人会

連絡協議会 山下
やました

 イセ子
い せ こ 田主丸町地域婦人会

連絡協議会 

(3)学校教育の関係者
穴
あな

見
み

 玲子
れいこ

 
田主丸事務所管内

小・中学校連絡会 ※田口
たぐち

 聡子
さとこ

 
田主丸事務所管内

小・中学校連絡会 

(4)学識経験者
別府
べっぷ

 好幸
よしゆき

 久留米市議会議員 別府
べっぷ

 好幸
よしゆき

 久留米市議会議員 

※は新任委員



氏　名 所　属 氏　名 所　属

石田　和宏
いしだ かずひろ 男性料理「オニオン」、

ギター「ダ・カーポ」他 石田　和宏
いしだ かずひろ 男性料理「オニオン」、

ギター「ダ・カーポ」他

樋口　恵子
ひぐち けいこ

着付け「麻の葉会」 樋口　恵子
ひぐち けいこ

着付け「麻の葉会」

脇田　　篤
わきだ あつし

北野風流太鼓「轍」 脇田　　篤
わきだ あつし

北野風流太鼓「轍」

横山
よこやま

　里香
り か 北野生涯学習センター講座

講師、書道サークル講師 横山
よこやま

　里香
り か 北野生涯学習センター講座

講師、書道サークル講師

南島　和夫
なじま　かずお 北野校区まちづくり振興会

会長 南島　和夫
なじま　かずお 北野校区まちづくり振興会

会長

飛永　光
とびなが　ひかる 北野校区まちづくり振興会

事務局長 飛永　光
とびなが　ひかる 北野校区まちづくり振興会

事務局長

薙野　敏光
なぎの としみつ 久留米市北野町文化協会会

長 薙野　敏光
なぎの としみつ 久留米市北野町文化協会会

長

永松　千枝
ながまつ ち え

久留米市北野女性の会会長 永松　千枝
ながまつ ち え

久留米市北野女性の会会長

楢原　己津義
ならはら み つ よし 北野町老人クラブ連合会副

会長 楢原　己津義
ならはら み つ よし 北野町老人クラブ連合会副

会長

西村　雄大
にしむら　たけひろ

北野中学校校長 ※内田
うちだ

　隆次
りゅうじ

北野中学校校長

大坪
おおつぼ

　明子
あ き こ

弓削小学校校長 ※中原
なかはら

　浩
ひろし

金島小学校校長

相良
さ が ら

　喜代美
き よ み

北野中学校ＰＴＡ副会長 ※髙橋
たかはし

　節子
せ つ こ

北野中学校ＰＴＡ書記

赤瀬
あ かせ

　慶子
け い こ

大城小学校ＰＴＡ副会長 ※髙松
たかまつ

　真由美
ま ゆ み

大城小学校ＰＴＡ副会長

(4) 学識経験
者 吉冨　　巧

よしとみ たくみ
市議会議員 吉冨　　巧

よしとみ たくみ
市議会議員

※は新任委員

区　分
旧　名　簿 新　名　簿

久留米市北野生涯学習センター運営委員会委員新旧対照表

(1) センター
の利用者

(2) 社会教育
の関係者

(3) 学校教育
の関係者

議案３９－資料３



氏
し

  名
めい

所   属 氏
し

  名
めい

所   属

小野
お の

　里江
さ と え

城島町保育連盟 小野
お の

　里江
さ と え

城島町保育連盟

西山
にしやま

　良子
り ょ う こ

久留米南部商工会 西山
にしやま

　良子
り ょ う こ

久留米南部商工会

中園
なかぞの

　サヨ子
さ よ こ 福岡大城農業協同

組合 中園
なかぞの

　サヨ子
さ よ こ 福岡大城農業協同組

合

境
さかい

　二三子
ふ み こ

城島文化協会 境
さかい

　二三子
ふ み こ

城島文化協会

執行
し ぎ ょ う

　洋子
よ う こ

城島文化協会 執行
し ぎ ょ う

　洋子
よ う こ

城島文化協会

納戸
の と

　圓子
ま ど か

久留米市老人クラ
ブ
連合会　城島支部

納戸
の と

　圓子
ま ど か 久留米市老人クラブ

連合会　城島支部

坂井
さかい

　和久
かずひさ 久留米市城島町Ｐ

ＴＡ連絡会 ※江
え

島
しま

　誠
まこと 久留米市城島町ＰＴ

Ａ連絡会

目
め

野
の

　美紀
み き

城島小中学校長会 目
め

野
の

　美紀
み き

城島小中学校長会

吉﨑
よ し ざ き

　隆一
りゅういち

城島地域幼稚園 吉﨑
よ し ざ き

　隆一
りゅういち

城島地域幼稚園

池口
いけぐち

　隆
たかし 城島地域校区まち

づくり連絡会議 池口
いけぐち

　隆
たかし 城島地域校区まちづ

くり連絡会議

市川
いちかわ　　 こういち

　廣一 久留米市議会 市川
いちかわ　　 こういち

　廣一 久留米市議会

(5) その他教育教育委
員会が必要と認め
る者

山下
やました

　士
し

功
こ う

教育部城島事務所 山下
やました

　士
し

功
こ う

教育部城島事務所

※は新任委員

(1)

(3)

(4)

区分

(2)

学校教育の関係者

学識経験者

久留米市城島生涯学習センター運営委員会委員新旧対照表

センターの利用者

新  名　簿旧  名　簿

社会教育の関係者

議案３９－資料４



氏　名 所　属 氏　名 所　属

原
はら

武
たけ

　千
ち

津
づ

子
こ

三潴文化協会 原
はら

武
たけ

　千津子
ち づ こ

三潴文化協会

佐
さ

藤
とう

　明
あき

江
え

三潴文化協会 佐藤
さ と う

　明江
あ き え

三潴文化協会

江
え

島
しま

　律
りつ

子
こ

三潴文化協会 江
え

島
しま

　律子
り つ こ

三潴文化協会

川勝
かわかつ

　悦子
え つ こ

三潴町尚寿会 川勝
かわかつ

　悦子
え つ こ

三潴町尚寿会

渡邉
わたなべ

　美也子
み や こ 三潴町

レクリエーション協会 渡邉
わたなべ

　美也子
み や こ 三潴町

レクリエーション協会

(2)社会教育の関係者

深堀
ふかほり

　睦子
む つ こ 三潴町小中学校

父母教師会連絡会 ※小林
こばやし

　佐智子
さ ち こ 三潴町小中学校

父母教師会連絡会

山口
やまぐち

　登志雄
と し お 久留米市立

三潴中学校長 山口
やまぐち

　登志雄
と し お 久留米市立

三潴中学校長

江口
え ぐ ち

　やよみ
久留米市立
西牟田小学校長 江口

え ぐ ち

　やよみ
久留米市立
西牟田小学校長

田中
た な か

　良介
りょうすけ

久留米市議会議員 田中
たなか

　良介
りょうすけ

久留米市議会議員

田中
た な か

　俊博
としひろ 前久留米市

代表監査委員 田中
た な か

　俊博
としひろ 前久留米市

代表監査委員

喜田
き だ

　すみ子
こ

三潴体育振興協会 ※山下
やました

　和代
か ず よ

三潴体育振興協会

相川
あいかわ

　登士行
と し ゆ き 犬塚校区まちづくり

振興会 相川
あいかわ

　登士行
と し ゆ き 犬塚校区まちづくり

振興会

古賀
こ が

　文雄
ふみお 三潴校区まちづくり

振興会 古賀
こ が

　文雄
ふみお 三潴校区まちづくり

振興会

田川
た が わ

　英
ひで

和
かず 西牟田校区まちづくり

振興会 田川
た が わ

　英和
ひでかず 西牟田校区まちづくり

振興会

西田
に し だ

　昭徳
あきのり 三潴地区民生委員・

児童委員協議会 西田
に し だ

　昭徳
あきのり 三潴地区民生委員・

児童委員協議会

※は新任委員

(5)その他教育委員会
が必要と認める者

(4)学識経験者

旧 名 簿 新 名 簿

久留米市三潴生涯学習センター運営委員会委員新旧対照表

区分

(3)学校教育の関係者

(1)センターの利用者

議案３９－資料５



議案３９－資料６

○久留米市生涯学習センター運営委員会規則 ＜抜粋＞

平成１３年５月１１日

久留米市教育委員会規則第３号

（所掌事務） 

第２条 委員会は、久留米市生涯学習センター（久留米市生涯学習センター条例第２条第１項の

表に掲げる施設をいい、以下「センター」という。）の円滑な運営を図るため、次に掲げる

事項について審議するものとする。 

(1) センターの運営及び事業の企画実施に関する事項

(2) センターの利用及び普及に関する事項

(3) その他特に必要と認める事項

（定数） 

第３条 委員会の委員の定数は、次のとおりとする。 

委員会 定数 

久留米市生涯学習センター運営委員会 ２０人以内 

久留米市田主丸生涯学習センター運営委員会 １５人以内 

久留米市北野生涯学習センター運営委員会 １５人以内 

久留米市城島生涯学習センター運営委員会 １５人以内 

久留米市三潴生涯学習センター運営委員会 １５人以内 

 （委員） 

第４条 委員会の委員は、次に掲げる者のうちから久留米市教育委員会（以下「教育委員

会」という。）が任命又は委嘱する。 

(1) センターの利用者

(2) 社会教育の関係者

(3) 学校教育の関係者

(4) 学識経験者

(5) その他教育委員会が必要と認める者

 （委員の任期） 

第５条 委員会の委員の任期は２年とし、再任は妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 



議案４０－１ 

第４０号議案 

久留米市城島ふれあいセンター運営委員会委員の任命又は委嘱について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成３０年６月１９日 

教育長  大津 秀明 

 

提案理由 

 久留米市城島ふれあいセンター運営委員会委員の辞任に伴い、後任の委員を

任命又は委嘱しようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案４０－２ 

久留米市城島ふれあいセンター運営委員会委員の任命又は委嘱について 

 

久留米市城島ふれあいセンター運営委員会規則第３条の規定により、下記の

者を久留米市城島ふれあいセンター運営委員会委員に任命又は委嘱する。 

 

記 

 

氏　　名 所   　属 任　　期

(3) 学識経験者 佐藤
さ と う

　直子
な お こ 城島町小中学

校長会

江頭
えがしら

　修志
し ゅ う じ

城島地域校区
まちづくり連絡
会議

井上
いのうえ

　和
かず

憲
のり 久留米市

労政課

区　　分

平成３０年７月１日から
平成３１年６月３０日まで

(4)
その他教育委員
会が必要と認める
者

 

 

 



氏
し

  名
めい

所   属 氏
し

  名
めい

所   属

小野　里江
お の さ と え

城島町保育連盟 小野　里江
お の さ と え

城島町保育連盟

江上　和子
え が み か ず こ

グループ野火 江上　和子
え が み か ず こ

グループ野火

熊谷　　明
く ま が い あ き ら クラシックギター

サークル 熊谷　　明
く ま が い あ き ら クラシックギター

サークル

西山　浩一
にしやま こういち

天文台ボランティア 西山　浩一
にしやま こういち

天文台ボランティア

蒲池　稔
かまち みのる

天文台ボランティア 蒲池　稔
か ま ち み の る

天文台ボランティア

濵邊美樹
は ま べ み き

天文台ボランティア 濵邊
は ま べ

　美樹
み き

天文台ボランティア

原　　学
は ら ま な ぶ

久留米市議会議員 原　　学
は ら ま な ぶ

久留米市議会議員

島原　敦
しまばら あつし

城島町小中学校長会 ※ 佐藤
さ と う

　直子
な お こ

城島町小中学校長会

平塚　宏子
ひ ら つ か ひ ろ こ

城島町小中学校長会 平塚　宏子
ひ ら つ か ひ ろ こ

城島町小中学校長会

古賀　正人
こ が ま さ と 城島地域校区まちづ

くり連絡会議 ※ 江頭
えがしら

　修志
しゅうじ 城島地域校区

まちづくり連絡会議

吉松　由季子
よ し ま つ ゆ き こ 久留米市城島町ＰＴ

Ａ連絡会 吉松　由季子
よ し ま つ ゆ き こ 久留米市城島町

ＰＴＡ連絡会

中園　サヨ子
な か ぞ の さ よ こ 福岡大城農業協同組

合 中園　サヨ子
な か ぞ の さ よ こ 福岡大城農業

協同組合

下浜　慶子
し も は ま け い こ

久留米南部商工会 下浜　慶子
し も は ま け い こ

久留米南部商工会

田中　美子
た な か よ し こ

勤労女性代表 田中　美子
た な か よ し こ

勤労女性代表

白谷　由紀子
し ら た に ゆ き こ 久留米市男女平等推

進センター 白谷　由紀子
し ら た に ゆ き こ 久留米市男女

平等推進センター

武田　康志
た け だ や す し

久留米市労政課 ※ 井上
いのうえ

　和
かず

憲
のり

久留米市労政課

※は新任委員

学識経験者

その他教育委員会が
必要と認める者

(1)

(2)

(3)

(4)

センターの利用者

天体に深い関心と
知識を持つ者

区分

久留米市城島ふれあいセンター運営委員会委員新旧対照表

旧  名　簿 新  名　簿（H30.7.1～）

議案４０－資料１



議案４０－資料２

○久留米市城島ふれあいセンター運営委員会規則(抜粋)

平成 27 年 4 月 1 日 

久留米市教育委員会規則第 35 号 

(趣旨) 

第 1 条 この規則は、久留米市城島ふれあいセンター条例(平成 16 年久留米市条例第 112

号。以下「条例」という。)第 15 条第 1 項の規定により置かれた久留米市城島ふれあいセ

ンター運営委員会(以下「委員会」という。)について必要な事項を定めるものとする。

(所掌事務)

第 2 条 委員会は、久留米市城島ふれあいセンター(以下「センター」という。)の円滑な運

営を図るため、次に掲げる事項について審議するものとする。

(1) センターの運営及び事業の企画実施に関する事項

(2) センターの利用及び利用促進に関する事項

(3) その他特に必要と認める事項

(委員)

第 3 条 委員会の委員は、次に掲げる者のうちから久留米市教育委員会(以下「教育委員会」

という。)が任命し、又は委嘱する。

(1) センターの利用者

(2) 天体に深い関心と知識を持つ者

(3) 学識経験者

(4) その他教育委員会が必要と認める者



議案４０－資料３ 

 

○久留米市城島ふれあいセンター条例(抜粋) 

平成 16 年 12 月 28 日 

久留米市条例第 112 号 

(運営委員会) 

第 15 条 センターの円滑な運営を図り、必要な事項を審議するため、センターに久留米市

城島ふれあいセンター運営委員会(以下「委員会」という。)を置く。 

2 委員会は、委員 20 人以内をもって組織する。 

3 委員の任期は 2 年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員

の任期は、前任者の残任期間とする。 



議案４１－１

第 ４ １ 号 議 案

勤 労 青 少 年 ホ ー ム 運 営 委 員 会 委 員 の 任 命 又 は 委 嘱 に つ い て

上 記 の 議 案 を 提 出 す る 。

平 成 ３ ０ 年 ６ 月 １ ９ 日

教 育 長   大 津 秀 明

提 案 理 由

勤 労 青 少 年 ホ ー ム 運 営 委 員 会 委 員 の 任 期 満 了 に 伴 い 、後 任 の 委 員

を 任 命 又 は 委 嘱 し よ う と す る も の で あ る 。



議案４１－２ 

勤労青少年ホーム運営委員会委員の任命又は委嘱について 

 

勤労青少年ホーム運営委員会規則第４条により、下記の者を勤労青少年ホーム運営委員

会委員に任命又は委嘱する。 

記 

区  分 氏  名 所  属 任 期 

三谷
み た に

 公子
き み こ

 
久留米市勤労青少年ホーム利用者 

シティーウィンズ久留米市民吹奏楽団 

河津
か わ づ

 宏美
ひ ろ み

 
久留米市勤労青少年ホーム利用者 

TEAMアンマー（9人制・バレーボール） 

森
もり

 浩
ひろ

晃
あき

 

久留米市勤労青少年ホーム利用者 

Hey21（バドミントン） 

第１号 

市内に居住する勤労青

少年 

馬渡
まわたり

 拓
たく

矢
や

 

田主丸勤労青少年ホーム利用者 

スティッカーズ 

上原
うえはら

 紀美子
き み こ

 久留米大学 第２号 

学識経験者 
藤村
ふじむら

 やよい 久留米信愛女学院短期大学 

第３号 

厚生労働省関係職員 
中村
なかむら

 千
ち

扇
ひろ

 久留米公共職業安定所 

第４号 

福岡県職員 
澄川
すみかわ

 恵
え

美香
み か

 福岡県筑後労働者支援事務所 

鐘ヶ江
か ね が え

 綾一
りょういち

 
久留米市協働推進部 

男女平等推進センター 

第５号 

久留米市職員 

江頭
えがしら

 宣
のぶ

昭
あき

 久留米市商工観光労働部労政課 

古賀
こ が

 直嗣
なおつぐ

 
(社)久留米広域勤労者福祉 

サービスセンター 

行徳
ぎょうとく

 和弘
かずひろ

 久留米商工会議所 

第６号 

その他久留米市教育委

員会が必要と認める者 

宮原
みやはら

 正幸
まさゆき

 連合福岡北筑後地域協議会 

平成 30 年 

7 月 1 日から 

 

平成 32 年 

6 月 30 日 

まで 

 



氏　名 所　　属 氏　名 所　　属

第１号 久留米市勤労青少年ホーム利用者 久留米市勤労青少年ホーム利用者

シティーウィンズ久留米市民吹奏楽団 シティーウィンズ久留米市民吹奏楽団

久留米市勤労青少年ホーム利用者 久留米市勤労青少年ホーム利用者

TEAMアンマー（9人制・バレーボール） TEAMアンマー（9人制・バレーボール）

久留米市勤労青少年ホーム利用者 久留米市勤労青少年ホーム利用者

Hey21（バドミントン） Hey21（バドミントン）

田主丸勤労青少年ホーム利用者 田主丸勤労青少年ホーム利用者

主催講座受講生 スティッカーズ

第２号 久留米大学 久留米大学

文学部 文学部

久留米信愛女学院短期大学 久留米信愛短期大学

ビジネスキャリア学科 客員教授

第３号

厚生労働省
関係職員

第４号 福岡県 福岡県

福岡県職員 筑後労働者支援事務所 筑後労働者支援事務所

第５号 久留米市協働推進部 久留米市協働推進部

久留米市職員 男女平等推進センター 男女平等推進センター

久留米市商工観光労働部 久留米市商工観光労働部

労政課 労政課

第６号 (社)久留米広域勤労者 (社)久留米広域勤労者

福祉サービスセンター 福祉サービスセンター

連合福岡 連合福岡

北筑後地域協議会 北筑後地域協議会

 ※は新任委員

三谷
み た に

　公子
き み こ

※宮原
みやはら

　正幸
まさゆき

旧名簿

その他久留米
市教育委員会
が必要と認め
る者

※近藤
こんどう

　由美子
ゆ み こ

中村
なかむら

　千
ち

扇
ひろ

区　　分

市内に居住す
る勤労青少年

学識経験者 上原
う え は ら

 紀美子
き み こ

河津
か わ づ

　宏
ひろ

美
み

古賀
こ が

　寛
ひろ

教
たか

※権藤
ごんどう

　沙織
さ お り

久留米商工会議所脇
わき

邑
むら

　俊哉
と し や

藤村
ふ じ むら

　やよい

久留米公共職業安定所

古賀
こ が

　直嗣
なおつぐ

鐘ヶ江
か ね が え

　綾一
りょういち

武田
た け だ

　康
やす

志
し

※馬渡
まわたり

　拓矢
た く や

上原
う え は ら

 紀美子
き み こ

藤村
ふ じ むら

　やよい

新名簿

三谷
み た に

　公子
き み こ

河津
か わ づ

　宏
ひろ

美
み

※森
も り

　浩晃
ひろあき

内藤
ないとう

　久
ひさ

稔
とし

勤労青少年ホーム運営委員会委員新旧対照表

※江頭
え が し ら

　宣
のぶ

昭
あ き

古賀
こ が

　直嗣
なおつぐ

※行徳
ぎょうとく

　和弘
かずひろ

久留米商工会議所

中村
なかむら

　千
ち

扇
ひろ

久留米公共職業安定所

※澄川
すみかわ

　恵美香
え み か

鐘ヶ江
か ね が え

　綾一
りょういち

議案４１－資料１



議案４１－資料２ 

○ 久留米市勤労青少年ホーム条例（抜粋） 

昭和５３年３月２０日 

久留米市条例第２０号 

（運営委員会の設置） 

第２１条 勤労青少年ホームの円滑な運営を図るため、勤労青少年ホーム運営委員会を置く。 

２ 前項の運営委員会の組織及び所掌事務については、教育委員会が規則で定める。 

（平元条例１８・平１６条例１１１・一部改正、平１７条例７２・旧第１１条繰下・一部改正） 

 

 

○ 久留米市勤労青少年ホーム運営委員会規則（抜粋） 

昭和６３年４月１日 

久留米市教育委員会規則第７号 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、勤労青少年ホーム（以下「ホーム」という。）の円滑な運営を図るため、次

に掲げる事項について審議するものとする。 

(1) ホームの運営及び事業の企画実施に関する事項 

(2) ホームの利用及び普及に関する事項 

(3) その他特に必要と認める事項 

（平１７教規則２９・一部改正） 

（組織） 

第３条 委員会は、委員１５人以内をもつて組織する。 

（委員） 

第４条 委員会の委員は、次に掲げる者のうちから久留米市教育委員会が任命又は委嘱する。 

(1) 市内に居住する勤労青少年 

(2) 学識経験者 

(3) 厚生労働省関係職員 

(4) 福岡県職員 

(5) 久留米市職員 

(6) その他久留米市教育委員会が必要と認める者 

（平１２教規則１２・一部改正） 

（委員の任期） 

第５条 委員会の委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 



協議１－１ 

平成３０年度久留米市教育施策要綱（案）ついて 

 

１ 教育施策要綱の趣旨 

平成３０年度の教育行政の推進にあたり、具体的な施策方針である久留米市教育施策要綱

を策定するもの。 

○地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

第２５条 教育委員会は、教育委員会規則で定めるところにより、その権限に属する事

務の一部を教育長に委任し、又は教育長をして臨時に代理させることができ

る。 

２   前項の規定にかかわらず、次に掲げる事務は、教育長に委任することができ

ない。 

（１） 教育に関する事務の管理及び執行の基本的な方針に関すること。 

 

２ 教育施策要綱の概要 

項  目 内  容 

はじめに 

 

地教行法の改正に伴う総合教育会議の設置、教育に

関する大綱の策定、大綱の基本方針及び施策要綱の

位置付けについて記載する。 

Ⅰ 教育施策の重点課題と対応方

針（p.1） 

総括的な考え方として、教育に関する大綱に掲げた

教育理念と基本目標を踏まえた施策を推進してい

くとし、平成 30 年度当初予算の基本方針を記載す

る。 

Ⅱ 教育行政の主要施策の展開 
教育に関する大綱の基本方針をもとに各施策の項

目を予算基本方針にて項目設定する。 

 

 ⅰ 子どもの笑顔があふれるまち 

  １ 教育改革プランの推進 

  ２ 学校教育環境等の整備 

 ⅱ 心豊かな市民生活を創造するまち 

  １ 生涯学習・社会教育の推進 

  ２ 歴史的資源の保護・活用 

  ３ スポーツの推進 

  ４ 市民の自己学習の場としての図書館づくり 

 ⅲ 人権が確立されたまち 

 

Ⅲ 教育施策の重点事業 

Ⅱで記載した事業のうち、特に重点的に推進してい

く事業について、事業内容や評価方法について詳細

に記載する。 

 

教育委員会資料 

平成３０年６月１９日 

（教育部総務） 

予算基本方針 

予算 
基本 
方針 

大
綱
の
基
本
方
針
を
反
映 































































































































協議２－１

久留米市立小学校小規模化対応方針【案】について 

１．概要 

 これまで本教育委員会では、久留米市立小学校の小規模化の課題に関する対

応方針について、平成２７年２月の久留米市立小中学校通学区域審議会の答申

を踏まえながら、段階的、継続的な協議を行ってきました。

今般、これまでの協議結果等を受けて、事務局において「久留米市立小学校

小規模化対応方針」（案）として、取りまとめましたので、その内容について、

協議をさせていただくものです。

〇本教育委員会会議における対応方針の協議の内容と経過

２．「久留米市立小学校小規模化対応方針」（案）について 

〇 別添資料１ ・・・ 久留米市立小学校小規模化対応方針【案】

〇 別添資料２ ・・・ 久留米市立小学校小規模化対応方針【概要版】

３．今後のスケジュール等について（予定） 

協議項目 協議内容 協議時期 

１ 策定の趣旨等 これまでの経過と方針策定の必要性 H27.7 月 

２ 児童生徒数の推

移・推計等

全国的な少子化の進展の状況、本市の児童生徒数の

推移及び今後の推計
H27.7 月 

３ 学校の役割等 知識・技能の習得、社会性の育成等といった学校の

基本的な役割等
H27.7 月 

４ 小規模校の課題等 小規模化した学校における教育的な課題等 H27.8 月 

５ 学校規模の考え方 本市における望ましい学校規模 H27.8 月 

６ 対応の方策等 小規模化対応の方策と進め方 H27.9 月・10 月 

７ 留意事項等 対応実施の際に留意すべき通学の安全性の確保や、

地域住民の理解等
H27.9 月・10 月 

時 期 内 容 

６月下旬 通学区域審議会に説明

７月上旬 総合教育会議で市長と協議・調整

７月下旬

７月下旬～８月下旬

市議会教育民生常任委員会に説明

パブリックコメントによる市民意見の募集

９月 本教育委員会会議で最終協議・議決

平成３０年６月１９日 
教育委員会６月定例会 
協 議 事 項 資 料 
教 育 部 学 校 教 育 課 



協議２－２ 

久 留 米 市 立 小 学 校 小 規 模 化 対 応 方 針 【概 要 版 】 

○ は じ め に

 「久留米市立小学校小規模化対応方針」は、小規模化する小学校の課

題等に対応するため、久留米市立小中学校通学区域審議会の答申（平成

27 年 2 月 20 日）を踏まえるとともに、国が作成した「公立小学校・中

学校の適正規模・適正配置等に関する手引」に照らして、久留米市教育

委員会が策定するものです。 

１ 策 定 の趣 旨 等

将来にわたり義務教育の機会均等、教育水準の維持・向上を図り、子

どもの「生きる力」を育む学校教育を保障する観点から、小学校の小

規模化への対応の検討を行うものです。 

２ 児 童 生 徒 数 の推 移 ・推 計 等

(1)久留米市の小学校の児童数は、昭和 57 年の約 27,400 人をピークに

減少傾向が続き、現在では、ピーク時の約 60％となっています。

(2)久留米市の小学校では、学校間で児童数の偏りが顕著になっていま

す。現在、複式学級が発生している学校は 2 校ですが、平成 36 年度

までに、さらに 3 校で発生する見込みとなっています。 

３ 学 校 の役 割 等

(1)義務教育段階の学校は、児童生徒の能力を伸ばしつつ、社会的自立

の基礎、国家・社会の形成者としての基本的資質を養うことを教育

の目的としています。 

(2)学校は、児童生徒に知識や技能を習得させるだけでなく、集団の中

で多様な考えに触れ、認め合うことを通じて、思考力、判断力、表

現力を育み、社会性や規範性を身に付けさせる役割も担っています。 

(3)平成３２年度から実施される新学習指導要領では、「主体的・対話

的で深い学び（アクティブ・ラーニング）」の視点からの授業改善が

求められています。 

別添資料２ 



協議２－３ 

４ 小 規 模 校 の課 題 等

(1)小規模校(12 学級未満)では、「集団の中で多様な考え方に触れる機

会や、切磋琢磨する機会が少なくなりやすい」などの課題があると

言われています。 

(2)複式学級では、同学年から構成される単式学級と比べて、教員によ

る児童の直接指導を行う時間が半分程度に制約されることが、最も

大きな課題として挙げられます。 

５ 学 校 規 模 の考 え方

(1)教育を充実する観点から望ましい学校規模＝１学年が複数の学級

で構成される規模

(2)教育課題の顕在化等を回避するために必要となる学校規模＝１学

年 1 学級以上の規模

６ 対 応 の方 策 等

(1)久留米市において、最優先の小規模化対応が必要と位置付ける小学

校は、「既に複式学級が発生し、固定化している小学校」とし、「学

校の統合」を対応の方策とします。 

(2)市教育委員会は、小学校の統合を進める際には、統合校の組み合わ

せ、統合の方式、統合までの行程、統合の実施時期等の「具体案」

を保護者や地域住民等に提示し、十分な協議・調整等を経て、決定

します。 

７ 留 意 事 項 等

(1)市教育委員会は、小学校の統合を進める際には、統合後の通学路の

安全確保や、スクールバス運行等の通学支援に関する対応を検討す

るとともに、児童の環境変化への対応として、統合前の交流学習や

統合前後のスクールカウンセラーの配置等、きめ細やかな配慮や支

援を行います。 

(2)主に市関係部局は、小学校の統合に伴う地域コミュニティへの配慮

や、地域の拠点機能（避難所やスポーツ活動の場など）の継承など

の検討を行います。 



久留米市立小学校小規模化対応方針

【案】

平 成 ３ ０ 年 ６ 月 

久留米市教育委員会

別添資料１ 
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１  策定の趣旨等  

 

今後、さらなる少子化が進み、また、地域間で人口分布が大きく

偏ることが予想される中で、全国的な傾向として学校の小規模化が

さらに進んでいくものと見込まれている。そうした中で、将来にわ

たって義務教育の機会均等、教育水準の維持・向上を図り、子ども

が「生きる力」をはぐくむことができる学校教育を保障する観点か

ら、小規模化する学校の対応について検討することが必要となって

いる。 

 

このような中、国においては、近年、家庭及び地域社会における

子どもの社会性育成機能の低下や少子化の進展が中長期的に継続す

ることが見込まれること等を背景として、学校の小規模化に伴う教

育上の諸課題がこれまで以上に顕在化することに懸念があることか

ら、平成２７年１月に「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置

等に関する手引」 (以下「国の手引き」という。 )を作成した。国は、

手引きの作成にあたり、小・中学校の設置者である各市町村に対し

て、それぞれの地域の実情に応じて、教育的な視点から少子化に対

応した活力ある学校づくりのための方策を継続的に検討・実施して

いくことを求めている。とりわけ、複式学級が存在する学校につい

ては、一般に教育上の課題が極めて大きいため、学校統合等により

適正規模に近づけることの適否を速やかに検討する必要があるとし

ている。 

 

久留米市教育委員会においても、小規模校への対応が喫緊の課題

であることから、平成２４年１１月に久留米市立小中学校通学区域

審議会(以下「通学区域審議会」という。)に対して、「久留米市立小

学校の教育課題を見据えた小規模化への対応について」諮問し、平

成２７年２月に答申(以下「通学区域審議会答申」という。)を受け

たところである。 

 

通学区域審議会答申では、長期的には市全体において、全ての小

規模校を視野に入れた学校の統合を行うことが必要であるとしつつ

も、複式学級における教育上の課題が深刻であることから、複式学

級の回避・解消を目的とした学校の統合を優先して行うべきである

とされている。 

 

以上のことから本方針は、国の手引きに照らしながら、通学区域

審議会答申を踏まえ、本市の小規模校の対応に関する基本的な考え

方や方向性等を定めるものとする。  
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２  児童生徒数の推移・推計等  

 

全国的に少子化が進み、学校の小規模化が進行する中、本市にお

いても、今後さらに学校の小規模化が進むことが想定される。 

 

本市の小・中学校の児童生徒数は、小学校では、昭和５７年の約

２７，４００人、中学校では、昭和６１年の約１３，６００人をピ

ークに減少傾向が続いており、現在では、ピーク時の約６０％とな

っている。 

 

また、本市の児童生徒数は全体的に減少し続けているが、特に小

学校では、学校間の児童数の偏りが顕著となっている。現在、複式

学級編制※1 の学校（以下「複式学級校」という。）は、２校である

が、今後の推計によると、平成３６年度には、５校が複式学級校に

なる見込みである。 

 

○児童生徒数の推移              （平成 30 年 5 月 1 日現在）  

区 分 

ピーク時 

（小）昭和 57 年 

（中）昭和 61 年 

平成 30 年 平成 36 年（推計） 

小学校児童数 27,387 人 16,133 人 16,323 人 

中学校生徒数 13,599 人 7,063 人 7,624 人 

 
○学級数・学校規模の推移           （平成 30 年 5 月 1 日現在） 

  

なお、小学校については、長期的には、平成３７年度には児童数

１６，２５４人、平成４７年度には１４，６８１人(ピーク時の約５

４％)となることが推計されている。 

 

 
※1 複式学級の編制基準（「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律」第３条） 

隣り合う２つの学年の児童数の合計が、第 1 学年を含む場合は８人以下、それ以外の学年では、１６人以下で複式

学級編制となる。 

区 分 

ピーク時 

（小）昭和 57 年 

（中）昭和 61 年 

平成 30 年 平成 36 年（推計） 

学級数 754 学級 574 学級 573 学級 

１学年１学級の学校数 5 校 15 校 11 校 

小

学

校 複式学級校数 0 2 校 5 校 

学級数 344 学級 204 学級 214 学級 

１学年１学級の学校数 0 0 0 

中

学

校 複式学級校数 0 0 0 
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３  学校の役割等  

 

義務教育段階の学校は、児童生徒の能力を伸ばしつつ、社会的自

立の基礎、国家・社会の形成者としての基本的資質を養うことを目

的としている。このため、学校では、児童生徒に知識や技能を習得

させるだけではなく、集団の中で、多様な考えに触れ、認め合い、

協力し合うことを通じて思考力、判断力、表現力などを育み、社会

性や規範性を身に付けさせる役割も担っている。 

 

国の第２期教育振興基本計画においては、子どもたちが主体的に

学習に取り組む態度や基礎・基本的な知識・技能の習得などの確か

な学力を身に付けさせるため、教育内容・方法の一層の充実を図る

とともに、自ら課題を発見し解決する力、他者と協働するためのコ

ミュニケーション能力、物事を多様な観点から論理的に考察する力

などの育成を重視するとされている。 

 

また、平成３２年度から小学校で全面実施される新学習指導要領

においては、生きて働く知識・技能の習得など、新しい時代に求め

られる資質・能力を育成し、質の高い理解を図るために、「主体的・

対話的で深い学び（アクティブ・ラーニング）」の視点からの授業改

善が求められている。 

 

そうした教育を行うためには、子どもたちの学習・生活の場であ

る学校では、一定の児童生徒数が確保されていることや、教職員に

ついては経験年数、専門性、男女比等についてバランスのとれた体

制が構築できることが望ましい。このようなことから、一定の学校

規模を確保することが重要とされている。 

 

本市においても、学校・家庭・地域が一体となった「一人ひとり

を大切にした、未来を担う人づくり」を理念に、国の計画や指針等

を踏まえながら施策・事業等を推進し、学校教育のさらなる充実を

図っているところである。しかしながら、小規模化が進む小学校に

ついては、児童数が少なくなっていることに起因する学習面・生活

面・学校運営上の課題が生じている。特に複式学級校は、教育上の

課題が極めて大きく、現在複式学級が発生している学校及び発生が

見込まれる学校は、果たすべき役割を全うできない懸念がある。 

 

未来を担う子どもたちに、より良い教育条件・教育環境を整備す

ることは、教育委員会の基本的な責務であることを念頭に置き、課

題の解決に向けて小規模化が進む学校の対応に取り組むものとする。 
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【参考】 

（教育基本法）第５条第２項 

義務教育として行われる普通教育は、各個人の有する能力を伸ばしつつ社会において自立的に生きる基礎を培い、

また、国家及び社会の形成者として必要とされる基本的な資質を養うことを目的として行われるものとする 

（国の手引き） 

義務教育段階の学校は、児童生徒の能力を伸ばしつつ、社会的自立の基礎、国家・社会の形成者としての基本的資

質を養うことを目的としています。このため、学校では、単に教科等の知識や技能を習得させるだけではなく、児童

生徒が集団の中で、多様な考えに触れ、認め合い、協力し合い、切磋琢磨することを通じて思考力や表現力、判断力、

問題解決能力などを育み、社会性や規範意識を身に付けさせることが重要になります。そうした教育を十全に行うた

めには、一定の規模の児童生徒集団が確保されていることや、経験年数、専門性、男女比等についてバランスのとれ

た教職員集団が配置されていることが望ましいものと考えられます。このようなことから、一定の学校規模を確保す

ることが重要となります。 
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４  小規模校の課題等  

 

学校規模の標準は、集団の中で切磋琢磨しながら学習したり、社

会性を高めるという学校の特質に照らし、学校は本来一定の規模を

確保することが望ましいという考えに立って、法令※2 により定めら

れている。具体的には、学校規模の標準は学級数により設定されて

おり、小・中学校ともに「１２学級以上１８学級以下」が標準とさ

れている。なお、近年、少子化が進んでいること等により、全国的

には約半数の小学校が、本市でも４割程度の小学校が標準規模を下

回っている状況にある。一口に標準規模未満の学校といっても、実

際には抱える課題に大きな違いがあるため、単に１２学級を下回る

か否かだけではなく、１２学級を下回る程度に応じて、課題等を捉

える必要がある。 

 

標準規模未満の小規模校については、その下回る程度に応じて生

じる課題が異なるが、一般的に「児童生徒の学習状況や学習内容の

定着状況を的確に把握でき、個別の指導を含めたきめ細かな指導が

行いやすい」、「児童生徒相互・教職員と児童生徒の人間関係が深ま

りやすい」、「児童生徒が意見や感想を発表できる機会や、様々な活

動においてリーダーを務める機会が多くなる」などの長所がある一

方、「集団の中で多様な考え方に触れる機会や、切磋琢磨する機会が

少なくなりやすい」などの課題があると言われている。 

 

すなわち、これらの課題については、学習面、生活面、学校運営

の全般にわたって、１学級あたりの児童生徒数が少なくなるほど、

影響が色濃く出てくると考えられる。 

 

国の手引きでは、全国的な実態調査を踏まえた小規模校の課題等

についてまとめられており、本市においても、とりわけ著しく児童

数が減少している小学校については、国の手引きで言われているこ

とと同様に、主に次のような課題が生じると認識している。 

 

 

【学習面における課題】  

○体育の授業においてチーム競技が実施できない、音楽の合唱・合

奏ができないなど、集団での教育活動が制約される。 

○児童会活動、クラブ活動など、児童が主体となる組織的活動が行

いづらい。 

 

 

※2 小・中学校の学級数（「学校教育法施行規則」第 41 条及び第 79 条） 

小・中学校の学級数は、12 学級以上 18 学級以下を標準とする。ただし、地域の実態その他により特別の事情があ

るときは、この限りではない 
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【生活面における課題】  

○多様な考え方に触れ、自分の考え方を深めていく、などの集団に

おける社会的経験の場が不足しがちになる。 

○小規模な集団で６年間学校生活を送ることから、人間関係が固定

しやすい。 

○教員と児童との心理的な距離が近くなりすぎることから、教員へ

の依存心が強まる可能性がある。 

 

【学校運営における課題】  

○教員個人の力量への依存度が高まる傾向にあるため、人事異動に

より教育活動が過度に左右されたり、学校経営が不安定になる可

能性がある。 

○一人の教職員が担う校務分掌が多岐にわたるとともに、経験、年

齢、性別などバランスのとれた教職員の配置が難しくなる。 

 

さらに、児童数の著しい減少に伴い、異なる学年の児童が同じ教

室で学習する複式学級校にあっては、前記に加え、次のような深刻

な課題が生じる。 

 

【複式学級の課題】  

複式学級では、１人の教員が、同一教室内でそれぞれの学年の児

童に異なる学習内容を指導する授業であるため、一方の学年が指導

を受けている（直接指導）間は、もう一方の学年は、自分たちで自

主的に学習を進める(間接指導)ことを、交互に繰り返すことになる。 

 

したがって、同学年から構成される単式学級と比べ、直接指導の

時間が半分程度に制約されることが最も大きな課題として挙げら

れる。また、それに付随して、間接指導時には次のような課題が生

じる。 

 

○学習内容が理解できずに、児童の思考が中断することがある。又

は学習が早く終わった児童には空白が生じ、教員の指導を待って

学習が停滞することがある。 

○学習問題の解決等に行き詰まったとき、教員はもう一方の学年の

指導にあたっていて、直接の支援を効果的に行えない場合がある。 

○問題把握や学び合い等の内容を深める重要な学習過程において、

直接的に必要な指導や支援を受けられないことがある。 

○教員の直接指導の声や動きが交錯し、自学・自習を行っている児

童の集中力等を低下させる。 
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このように、複式学級にあっては、小規模校の課題がより一層顕

著に現れ、直接指導が制約されるという深刻な課題が生じることか

ら、次のような児童の学習達成や育ち合いへの影響が強く懸念され

る。 

 

○児童間で切磋琢磨する機会が少なくなるため、意欲や頑張りが引

き出されにくい。 

○多様な物の見方や考え方、表現の仕方に触れることが難しい。 

○集団の中で自己主張をしたり、他者の意見等を聞き分ける経験を

積みにくく、社会性やコミュニケーション能力が身につきにくい。 

 

加えて、複式学級校においては、教頭又は担任外教員(教務主任

等)のいずれかしか置けない学校運営上の課題も生じる中、児童へ

の影響をできる限り低減するために、指導方法の向上・工夫改善等

の取組を継続して進めている状況にある。しかしながら、複式学級

の課題は、学校の懸命な取組をもってしても、不可避かつ克服でき

ない課題であり、学校の努力による対応では限界があると言わざる

をえない。 

 

このようなことから、教育委員会では、義務教育段階における子

どもたちの教育の機会均等や、教育水準の確保の観点から、複式学

級における教育上の課題について、看過できない重大な課題として

認識するものである。 
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５  学校規模の考え方  

 

本市における小学校の学校規模については、子どもたちの教育を

充実する観点からは、全学年でのクラス替えや、学習活動の内容に

応じて学級を超えた集団を編成することが可能となり、かつ同学年

に複数の教職員を配置できることから、１学年が複数の学級で構成

されていることが望ましいと考える。 

 

１学年２学級以上を理想としながらも、現在、複式学級が発生し

ている学校及び発生が見込まれる学校における教育課題の重大さを

踏まえると、その課題に適切に対応するためには、国の手引きにあ

るように少なくとも１学年１学級以上(６学級以上)であることが必

要である。 

 

○教育を充実する観点から「望ましい学校規模」 

＝１学年が複数の学級で構成される規模 

 

○教育課題の顕在化等を回避するために「必要となる学校規模」 

＝１学年 1 学級以上(６学級以上)の規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

（国の手引き） 

小学校では、まず複式学級を解消するためには少なくとも１学年１学級以上（６学級以上）であることが必要とな

ります。また、全学年でクラス替えを可能としたり、学習活動の特質に応じて学級を超えた集団を編成したり、同学

年に複数教員を配置するためには１学年２学級以上（１２学級以上）あることが望ましいものと考えられます。 

 

（通学区域審議会答申） 

本市の小学校の学校規模としても、以下のような要件を満たすことが望ましいと考えられる。 

○1 学級の児童数としては、一人ひとりに教師の目が届き、きめ細かな指導が行いやすく、また、児童同士で学び

合い、競い合える人数であること。 

○学級間の相互啓発やクラス替えができるよう、１学年が複数の学級で構成されること。 
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６  対応の方策等  

  

(１) 基本姿勢  

 

児童にとってより良い教育条件・教育環境を整え、義務教育

の機会均等、教育水準の維持・向上を図ることが、教育委員会

の第一義的な責務であることを強く念頭に置き、本市の教育行

政上の重要課題の一つである学校の小規模化対応については、

重点的に取り組むものとする。 

 

この小規模化対応にあたっては、学校の小規模化に起因する

教育課題を十分に踏まえ、「望ましい学校規模」に近づけること

を目指すべき方向性とする。加えて、直面している深刻な教育

課題の解決に向けて、できる限り速やかに「必要となる学校規

模」を確保する観点から、検討の順位や対応の方策等について、

次のとおり定める。 

 

(２) 検討の優先順位等  

  

教育課題の顕在化等を回避するために、必要となる学校規模

(１学年 1 学級以上(６学級以上))の確保に向けた対応を最優先

とする。 

 

ア  既に複式学級が発生している学校  

長期にわたって学校全体で複式学級が固定化しており、か

つ児童数の推計において、その解消が見込めない小学校につ

いては、速やかに抜本的な対応の検討に着手する。 

 

イ  今後、複式学級の発生が見込まれる学校  

今後、児童数の推計において複式学級が発生し、さらに拡

大・固定化する見込みの小学校については、順次、対応の検

討を行う。 

また、一時的に特定の学年にのみ複式学級が発生する小学

校については、児童数の推計を注視しつつ、小規模特認校制

度の導入等の検討を行う。 

 

なお、教育を充実する観点から望ましい学校規模(１学年が複

数の学級で構成される規模)に近づけるために、１学年１学級の

小学校については、今後の児童数の推計等を踏まえながら、全

市的な視野、かつ長期的な視点に立って検討を行う。 
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(３) 小規模化対応の方策等  

 

学校の小規模化に対応する方策としては、通学区域の変更、

小規模特認校制度の活用、学校の統合が挙げられる。それぞれ

の方策の特性を踏まえつつ、本市の児童数推計や小学校の配置

状況等を十分に考慮し、最優先の目的である複式学級の回避・

解消のために適切な方策を採用することが肝要となる。 

 

ア 通学区域の変更  

小規模校対応の方策としての通学区域の変更とは、小規模

校に隣接する学校との通学区域の境界線を変更し、隣接校の

通学区域の一部を小規模校に取り込むことによって児童数を

増やす方策である。通学区域の変更は、学校を維持しながら

小規模校の児童数の増加を図るという特性があるが、一方の

学校では児童数が減少することになるため、実施にあたって

は将来にわたって小規模校とならないよう、慎重な検討が必

要となる。なお、一般的に、学校の小規模化対応の方策とし

て採用するためには、小規模校に隣接する学校が標準規模を

上回る大規模校以上(１９学級以上)であることが基本的な条

件となる。 

本市においては、最優先の対応が必要と位置付ける既に複

式学級が発生している学校、あるいは今後の推計で複式学級

が発生し、さらに拡大・固定化する見込みの学校のいずれに

おいても、大規模校に隣接しておらず、今後もその見通しは

ない。また、現在の通学区域は、過去からの合併や学校の新

設、地域の事情などそれぞれの歴史的な経過の中で設定して

いることから、その見直しは非常に難しいといえる。したが

って、基本的な条件等を満たしている環境ではないため、通

学区域の変更については、対応方策として採用できない。 

 

イ 小規模特認校制度の活用 

小規模特認校制度とは、平成９年に文部科学省が示した通

学区域の弾力的運用の一つであり、小規模校における教育上

の長所や、自然環境などを活かした特色ある教育活動の情報

を広く発信し、それらの教育を受けることを希望する保護

者・児童生徒の通学区域外からの入学・転入学を認めること

で、学校規模の拡大を図る制度である。 

本市においては、平成２５年２月の通学区域審議会からの
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中間答申に基づき、速やかに対応可能な複式学級の回避・解

消の方策として本制度を採用し、特に小規模化が進んでいる

３小学校に対して導入している。平成２５年度及び２６年度

の計２回、この３小学校へ入学・転入学する児童の募集を行

った結果、１校で複式学級を回避できたものの、他の２校に

ついては、複式学級の回避・解消に至らなかった。 

教育委員会ではその結果を踏まえて、本制度について検証

し、今後の運用について平成２７年８月の教育委員会会議に

おいて決定した。 

具体的には、本制度の導入により、一定の成果が期待でき

る「一時的に特定の学年にのみ複式学級が発生する小学校」

を適切に選定して制度を導入し、慎重な検討の下に運用を行

えば、今後も小規模化対応の一方策として活用できるとした。 

一方で、著しく児童数が減少している学校、すなわち、「長

期にわたって学校全体で複式学級が固定化しており、かつ児

童数の推計において、その解消が見込めない小学校」又は「今

後、児童数の推計において複式学級が発生し、さらに拡大・

固定化する見込みの小学校」にあっては、小規模特認校制度

では複式学級の回避・解消が極めて困難であるだけでなく、

校区外の児童数の増加に伴い保護者・地域と連携した学校づ

くりにも影響を与える懸念があることから、長期的・抜本的

な小規模化対応の方策としては有効ではないと結論づけた。 

 

ウ 学校の統合 

学校の統合とは、複数の学校・通学区域を統合して一つの

学校・通学区域とすることにより学校規模の拡大を図る方策

である。この方策は、児童数の増加の展望が開けず、さらな

る児童数の減少に伴う複式学級の固定化や拡大により、現状

のままでは教育課題の顕在化等が不可避であることが明らか

な場合であって、他に有効な複式学級の回避・解消の手立て

が見当たらないときに、全国の多くの自治体で採られている。 

学校の統合には、小規模校が隣接校と統合する２校の組み

合わせの場合と、隣接し合う３以上の小規模校等の組み合わ

せによる統合の場合とがある。また、統合の方式には、法令

上の定義はないが、他市等の事例に照らすと、いわゆる「編

入統合」と「新設統合」とがある。ここで、「編入統合」は、

統合しようとする学校のうち１校を存続させ、それ以外の学

校を廃止とする方式であり、「新設統合」は、統合しようとす

る学校を全て廃止として、新たな学校を新設する方式である。 

このような学校の統合については、複数の通学区域を一つ
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の通学区域とし、既存の学校を廃止することになるため、小

規模校及び隣接校の児童数の推計や配置状況及び地域の特性

等を踏まえ、統合の組み合わせ及び方式などについて慎重に

検討するとともに、十分かつ丁寧な説明等を通して保護者や

地域住民の理解を得ることが必須となる。 

 

以上ア～ウで述べたように、各方策の特性や本市における現

状等を踏まえ、最優先の対応が必要と位置付ける既に複式学級

が発生している小学校については、学校の統合を、小規模化対

応の方策とする。 

 

○本市において、最優先の対応が必要と位置付ける小学校を「既

に複式学級が発生し、固定化している小学校」とする。その

小学校に対する小規模化対応の方策 ＝「学校の統合」 

 

(４) 統合の検討を進めるための基本的な考え方  

 

小学校は児童の教育のために設置されている公の施設である

ことから、学校の統合の検討にあたっては、言うまでもなく児

童にとってより良い教育条件・教育環境の整備を第一義的に考

えるべきである。一方で、国の手引きにもあるように、本市に

おいても、各小学校は、地域のコミュニティの核としての性格

を有し、防災、地域の交流の場など、様々な機能を併せ持って

いる。 

 

また、学校教育は地域の未来の担い手である子どもたちを育

成する営みでもあり、まちづくりのあり方と密接不可分である

といえる。加えて、子どもの育成のためには、学校の教職員や

教育行政のみで対応していくことは困難となっており、保護者

及び地域住民との協働による学校づくりが必要となっている。 

 

このようなことから、教育委員会では、複式学級の回避・解

消を第一の目的とした本方針の内容等について、説明会の開催

などにより保護者や地域住民に周知して理解を得ることに努め

る。その上で、教育委員会は、統合の組み合わせ及び方式並び

に行程・実施時期等の具体案を策定する。具体案については、

保護者や地域住民等に提示し、十分な協議・調整等を経て、決

定していくものとする。 
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７  留意事項等  

 

通学区域審議会の答申、国の手引き及び他市の対応方針等におい

て、学校の統合を行う際には、通学の安全確保や統合後の地域コミ

ュニティへの配慮など、主な留意事項が挙げられている。 

 

学校の統合に際して留意すべき事項については、教育委員会と市

長との十分な連携・協力の下に、対象となる保護者や地域住民の意

見等を聴取しながら、それぞれの役割と権限に応じて適切に対処す

ることを基本とする。本方針では、基本的な考え方や対応の方向性

を示すものとし、具体的な内容については、別途策定を予定してい

る学校統合の実施計画で決定していく。 

 

(１) 主として教育委員会が留意すべき事項  

 

ア  通学の安全確保と支援に関する対応  

学校の統合に伴い通学路の変更が生じる場合は、久留米市

通学路交通安全対策プログラムに基づき関係機関と連携して

当該通学路の安全対策を進める。また、国が定めた通学距離

の基準である徒歩４㎞を超えるときや、学校の統合前と比べ

て著しく通学距離が長くなる場合等は、児童の実態や地理的

な状況等を踏まえて、スクールバスの運行等の通学支援を検

討する。 

 

イ  児童にとっての環境変化への対応  

学校の統合は、児童の学習環境や生活環境等が大きく変化

することになるため、児童に精神的な負担が生じないように、

統合前から継続的に、統合予定校同士の交流を深めるための

交流学習や合同行事等を計画的に行うとともに、不安や悩み

を把握するアンケートを逐次実施し、スクールカウンセラー

等の配置を行うことで個々の児童へのきめ細やかな配慮や支

援等を行う。 

また統合後も、児童の新たな環境への適応を支援する観点

から、アンケートの実施やスクールカウンセラー等の配置を

継続するとともに、学習面・生活面において、児童の新たな

人間関係を早期に構築させるための工夫や、小規模校の児童

が活躍できるような機会の意図的な設定等を行う。 
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(２) 市関係部局において留意が必要となる事項  

 

ア  地域コミュニティへの配慮  

本市においては、小学校区を単位として地域コミュニティ

が形成されていることから、小学校を統合する際にはコミュ

ニティへの対応や配慮等が必要となる。 

 

イ  地域の拠点機能の継承  

学校施設が有している災害時の避難所や地域におけるスポ

ーツ活動の場としての機能の継承については、市の各計画と

の整合性を図りながら検討を行う。 

 

 

 

 



H30.5.19からH30.6.8  受付分まで
※区分の★は新規に申請があったもの

№ 日時 事業名 主催者名 場所 区分 担当課

1
平成30年7月7日(土)
～平成30年9月2日(日)

夏の特別展「大ふしぎ展
魔法の国アドベンチャーⅢ
～君が伝説の勇者だ！～」

福岡県青少年科学館
　館長　本園　明

福岡県青少年科学館
１階特別展示室

後援 学校教育課

2
平成30年10月26日(金)
9：30～12：00

第71回九州弁護士会連合
会定期大会シンポジウム

九州弁護士会連合会
理事長　市丸　信敏

萃香園ホテル 後援★ 学校教育課

3

平成30年8月18日(土)
13：00～
平成30年8月19日(日)
15：00

くるめキャンプ
社会教育団体Dreams In
Club

北筑後ふれあいの家 後援★ 学校教育課

4
平成30年6月30日(土)
11：00～12：30

しろうと飼育奮闘塾　第二
弾　ヘラクレスオオカブトに
魅せられて

高等教育コンソーシアム
久留米

久留米大学御井学舎
(御井本館)2階　12Ａ
教室

後援 学校教育課

5
平成30年7月21日（土）
～平成30年9月5日(水)

新聞作成コンクール 福岡・佐賀朝日会 各家庭での取り組み 後援 学校教育課

6
平成30年9月16日(日)
～平成30年12月16日(日)

第33回福岡県高等学校総合文化
祭

福岡県高等学校芸術・文化連
盟筑後支部

石橋文化ホール他 後援 学校教育課

7
平成30年7月28日(土)
10：00～16：25

野口　芳弘先生の鍛える国語教
室　ＩＮ久留米

諏訪会 久留米ビジネスプラザ 後援 学校教育課

8
平成30年10月21日(日)
11：30～17：30

アイデア対決・全国高等専門学校
ロボットコンテスト2018　九州沖縄
地区大会

久留米工業高等専門学校
久留米市みづま総合体育
館 後援 学校教育課

9
平成30年月1回木曜日
10：00～11：30

久留米友の会（みどりごの
会）

久留米友の会 久留米友の家 後援
生涯学習推
進課

10
平成30年6月17日（日）
9：50～17：00

平成30年度少年団体指導
者研修会・プレイリーダー
研修2級

福岡県教育庁北筑後教
育事務所

えーるピア久留米 共催
生涯学習推
進課

11

平成30年7月21日（土）
～9月9日（日）
10：00～17：00
（入館は16：30まで）

ブラティスラヴァ世界絵本
原画展　BIBで出会う絵本
のいま

久留米市美術館
久留米市美術館（本
館1階）

後援
生涯学習推
進課

12 平成30年7月22日（日） 第20回　研究生発表会 フジタバレエ研究所 石橋文化ホール 後援
生涯学習推
進課

13
平成30年7月27日（金）
～7月30日（月）

久留米市・郡山市青少年親
善交流事業

久留米市子ども会連合
会

福島県郡山市 共催
生涯学習推
進課

14
平成30年8月5日（日）
13：00～15：30

ピースフルくるめ　第27回
平和を語る夕べ

平和を語る夕べ実行委
員会

久留米シティプラザ
久留米座

後援
生涯学習推
進課

15
平成30年8月19日（日）
10：00～12：00

親子で短歌を楽しもう 家庭倫理の会久留米市
えーるピア久留米
301・302学習室

後援
生涯学習推
進課

16
平成30年8月21日（火）
18：30～20：30

NPO法人エスネットくるめ
平成30年度　第1回　定例
学習会

特定非営利活動法人
SNetくるめ

久留米市立久留米特
別支援学校　研修室
（1階）

後援
生涯学習推
進課

17
平成30年9月2日（日）
10：00～18：00

久留米番傘川柳会創立60
周年記念大会

久留米番傘川柳会
ホテルニュープラザ
久留米

後援★
生涯学習推
進課

18
平成30年9月16日（日）
14：00～15：30

くるめシティーブラスの街な
かコンサート　vol.2

くるめシティーブラス
六角堂広場（久留米
シティプラザ）

後援
生涯学習推
進課

教育委員会後援事業等に関する報告

報告１－1



№ 日時 事業名 主催者名 場所 区分 担当課

19
平成30年9月17日（月・
祝）
15：00～17：00

コンセール・エクラタン福岡
古楽シリーズVol.8

一般社団法人　九州音
楽文化振興会

日本福音ルーテル久
留米教会

後援
生涯学習推
進課

20

平成30年9月28日（金）
～平成30年9月30日（日）
【授賞式】
平成30年9月30日（日）
11：00～12：30

第21回竹峰書藝大院全国
書道展

竹峰書藝大院
プラム・カルコア太宰
府

後援
生涯学習推
進課

21
平成30年12月9日(日)
14：00～16：30

久留米音協合唱団第49回
定期演奏会

久留米音協合唱団 石橋文化ホール 後援
生涯学習推
進課

22

平成30年6月9日（土）
9：00～
6月10日（日）
9：00～14：30

厚生労働大臣杯争奪　第
68回全日本実業柔道団体
対抗大会

全日本実業柔道連盟 久留米アリーナ 後援
体育スポー
ツ課

23
平成30年5月1日（火）
16：00～19：40

フットサル無料体験教室 シンコースポーツ九州㈱ 久留米市みづま総合体後援
体育スポー
ツ課

24
平成30年6月16日（土）
10：00～12：00

平成30年3B体操福岡南支
部のつどい

光栄財団法人日本3B体
操協会

久留米市総合スポー
ツセンター

後援
体育スポー
ツ課

25
平成30年12月24日(月・
祝)

平成30年度　第14回西武
館剣道練成会

西武館
久留米市みづま総合
体育館、三潴農業者
トレーニングセンター

後援
体育スポー
ツ課

26

平成30年8月2日（木）
～9月6日（木）、
平成30年8月6日（月）
～9月17日（月・祝）、
平成30年8月7日（火）
～9月18日（火）

初心者向き健康ボウリング
教室

福岡県ボウリング連盟 ユーズボウル久留米 後援
体育スポー
ツ課

27
平成30年7月25日（水）
13:00～16:50

久留米市人権･同和教育公
開講座

久留米市人権･同和教
育研究協議会

北野生涯学習センター 共催
人権・同和
教育課

報告１－2
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柔道グランプリ・フフホト大会の成績報告について 

 

 

１ 概要 

柔道グランプリ・フフホト大会の女子７８㎏超級において、南筑高等学校スポー

ツキャリアクラス３年の 素根 輝（そね あきら）選手が優勝する輝かしい成績

を収めました。 
 

 

２ 大会概要 

主 催 国際柔道連盟 

開催国 フフホト（中国） 

日 程 平成３０年５月２５日～２７日 

階 級 

 男子 60 kg 級・66 kg 級・73kg 級・81 kg 級・90kg 級・100kg 級 

   女子 48 kg 級・52 kg 級・57kg 級・63 kg 級・70kg 級・78kg 級・78kg 超級 

 

 

３ 大会成績 

 (1) 結果 

女子７８㎏超級 優勝 

 

 (2) 試合経過 

  ２回戦  リジアキ選手（中国）     反則勝ち 

  準決勝  ワンヤン選手（中国）     一本勝ち 

  決 勝  キム・ミンジョン選手（韓国） 一本勝ち 

 

 

 

定 例 教 育 委 員 会 資 料 

平成３０年６月１９日 

教 育 部 学 校 教 育 課 



報告３－１ 

 

 

 

平成３０年度 久留米市学力・生活実態調査（中学校）の結果について 

 

１ 調査の趣旨 

  本市の中学校生徒の学力や学習状況を把握・分析することで、各学校の学習指

導及び教育施策の成果と課題を把握し、その改善を図るとともに生徒の学力向上

に資する。 

 

２ 実施期日 

  平成３０年４月１３日（金） 

 

３ 実施対象・教科 

  中学校第１学年・第２学年 

 

４ 調査の内容・範囲 

(1) 教科に関する調査 

学習指導要領に定める指導目標や内容について、測定可能な範囲（中学校第

１学年は小学校第４～６学年、第２学年は前学年までの履修内容）についての

調査 

 

(2) 学習状況等に関する調査 

   生徒の学習に対する意識や生活習慣の中で、学力に影響があると考えられる

項目に関する質問紙調査 

 

５ 実施教科 

  国語科・数学科・英語科（第２学年のみ） 

 

６ 実施人数 

受検者数 
実施学年 

国語科 数学科 英語科 

第１学年 2,361 人 2,362 人 － 

第２学年 2,379 人 2,380 人 2,380 人 

 

 

 

 

定 例 教 育 委 員 会 資 料 

平成３０年６月１９日 

教 育 部 学 校 教 育 課 



報告３－２ 

７ 教科に関する調査結果 

 (1) 平成３０年度の状況                                 （単位：％） 

中１ 中２  

国語科 数学科 国語科 数学科 英語科 

久留米市 67.0 61.0 60.9 53.6 63.1 
平均正答率 

全国 67.4 61.9 63.0 56.8 69.0 

達成度 99.4 98.5 96.7 94.4 91.4 
 

平均正答率 

   全問題数に占める正答数を百分率で表したもの 

  達成度 

   全国の平均正答率を１００とした場合の久留米市の値を百分率で表したもの 

 

(2) 平成２７年度からの達成度の推移 

 

 

 

中２国語

96.8 97.0
96.7

98.4
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中２数学

95.1 95.5
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中２英語

91.3 91.4
92.1

95.1
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中１国語

97.1

99.499.1

102.6
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100

105

H27 H28 H29 H30

中１数学

94.9

100.0

97.7

98.5

85

90

95

100

105

H27 H28 H29 H30

結果 

① 中１は、全国平均に達しなかったが、

平成２８年度以降、国語・数学とも年々

上昇している。 

 

② 中２は、全区分とも全国平均に達せ

ず、数値も昨年度より下がっている。中

学校の学習内容の変化に応じた授業づ

くりの課題が浮き彫りになっている。 



報告３－３ 

８ 学習・生活状況に関する主な調査結果 

(1) 学習時間に関すること 

    平日の授業以外の学習時間（塾を含む） 

 
    

   中学校第２学年における推移 

 
 

結果 

・ 市教育改革プランの指標である「１時間以上勉強する」と答えた生徒の割合は、中

１、中２とも全国平均を下回った。 

・ 「ほとんどしない」と答えた生徒の割合は減少傾向にあり、全国平均を下回った。 

1 時間以上 

1 時間以上 

ほとんどしない 



報告３－４ 

(2) 学校生活の充実に関すること 

   ①「自分にはよいところがあると思う」 

 
  

   ②「学校へ行くのは楽しい」 

 
 

結果 

・ 市教育改革プランの指標である「自分にはよいところがあると思う」「学校に行くの

が楽しい」と肯定的に答えた生徒の割合は、中１、中２とも全国平均を上回った。 

 

 

とても、まああてはまる 

とても、まああてはまる 

とても、少しそう思う 

とても、少しそう思う 



報告３－５ 

(3) 生活習慣に関すること 

   ①「学校の決まりを守っている」 

 

  

②「１日にゲームをする時間」 

 

結果 

・ 「学校の決まりを守っている」と肯定的に答えた生徒の割合は、中１、中２とも全国

平均を上回った。 

・ 「１日にゲームをする時間」のうち、「ほとんどしない」と答えた生徒の割合は、全

国平均を下回り、他の区分と比較して全国との差が最も大きくなっている。 

とても、まああてはまる

とても、まああてはまる

ほとんどしない 

ほとんどしない 



報告３－６ 

９ 学力向上のための取組 

(1) 基本的な取組 

 ① 風通しのよい学校・学級運営に努め、関係機関との情報共有・連携を図ることに

よって、生徒の自尊感情や学校を楽しいと思う意識、規範意識を高める。 

 

(2) 授業改善 

① 学校訪問や学習指導訪問における授業実践の指導助言や、校内研修における指導

案作成など授業構想段階からの指導助言を通して、わかる授業に取り組む。 

② 各学校の学力向上コーディネーターを中心として、学力調査の結果分析による取

組計画を作成し、それに基づく授業実践を図る。 

③ 習熟度別やチーム・ティーチングによる少人数指導を実施する。 

 

 (3) 学習習慣の定着 

① 弱点に絞った学習ができるアシストシートの活用など、宿題の出し方や自学の進

め方を工夫し、効果的な家庭学習につなげる。 

② 基礎・基本の学習や学習習慣の定着を促すための放課後や長期休業中における補

充学習に取り組む。 

 

 (4) 学校・家庭・地域の連携 

① 学力・生活実態調査の結果を保護者へ周知し、学力や生活実態について共通理解

を図る。 

② 地域学校協議会で生活習慣に関する課題を共有し、家庭に対して「スローメディ

アの実行」「利用時間のルールを決める」こと等への協力を依頼する。 

 

 

 







報告５－１ 

 
 
 
 
 

スポーツ大会成績優秀者個人・団体の報告について 

 

スポーツ大会において全国大会出場以上等の成績を収めた個人又は団体に 
ついて報告するもの。 

 

１ 全国大会 

（１）「ジョーキーボール第８回・ＫＯＦＵカップ」 

   日  程：平成３０年２月１１日（日） 

   チーム名：SANXTUS（サンクタス） 

        松澤 憲伸 様（まつざわ けんしん） 

        松岡 康暢 様（まつおか やすのぶ） 

   場  所：KOFU ジョーキーボールパーク（福岡市） 

   成  績：優勝 

   備  考：平成３０年７月４日（水）～７日（土）カナダに於いて開催され

る「ＪＩＦワールドコンペティション ケベック２０１８」に日

本代表・クラブチーム代表として出場。 

 

（２）鳥飼クインビーズ 

  「高円宮賜杯第３８回全日本学童軟式野球大会 マクドナルド・トーナメント」 

   日  程：平成３０年８月１９日（日）～２４日（金） 

   場  所：明治神宮野球場 等 

   備  考：５月１９日～２７日の期間に開催された、高円宮賜杯第３８回全

日本学童軟式野球大会マクドナルド・トーナメント 福岡県大会

において優勝の成績を収められた為 

「第２３回高野山旗全国学童軟式野球大会」 

 日  程：平成３０年７月２７日（金）～５日間 

   場  所：和歌山県 

   備  考：５月４日～６日の期間に開催された福岡トヨタ杯第２回県学童軟

式野球春季大会において優勝の成績を収められた為 

 

２ アジア大会 

（１）「アジアパシフィックレガッタ」大会 カヌー競技 

   日  程：平成３０年５月１２日（土）～１３日（日） 

   選 手 名：三潴高校３年 下川 拓樹 様（しもかわ ひろき） 

   場  所：オーストラリア アデレード 

   結  果：K4 1000ｍ U18 第３位（４人乗） 

        K4  500ｍ  U18 第３位（４人乗） 

教 育 委 員 会 資 料 
平成３０年６月１９日 
市民文化部体育スポーツ課 



報告６－１ 

 

 

平成 30 年度トップアスリート支援事業「強化指定選手」の認定について（追加） 

 
東京オリンピック・パラリンピック等の国際大会への意欲の向上や、市民の

皆様への周知によるスポーツ機運の醸成のため、久留米市では、平成２９年度

より、市を代表するジュニアアスリートについて、「強化指定選手」に認定し、

必要な支援を行っています。 

この度、平成３０年度の「強化指定選手」を追加認定しましたので、お知ら

せいたします。 

 
１．認定対象者 

  申請年度に中学２年生から満１９歳となるジュニアアスリートとし、オリ

ンピック・パラリンピックで採用される競技において実績を有するもの。 

(1) 久留米市内に住所を有する者 

(2) 久留米市内の学校に通学する者 

(3) 久留米市内の小学校を卒業した者 

 
２．認定基準 

  対象者のうち、申請日の前年度の実績が、次の基準に該当するもの。 

強化指定選手区分 基準 

Ａ 
日本代表選手 

日本選手権大会等３位以上の選手 

Ｂ 
年代別強化指定選手 

年代別国際大会３位以上の選手 

Ｃ 
年代別日本代表選手 

全国大会３位以上の選手 

 

３．３０年度「強化指定選手」追加認定者 

  ・南筑高校３年生 飯田
い い だ

 竜生
りゅうせい

 （柔道競技） 

  「全国高等学校柔道選手権大会男子７３ｋｇ級 第３位」 

   

４．認定者への支援 

対象経費に対して５００千円を上限に補助 

教 育 委 員 会 資 料 

平 成 ３ ０ 年 ６ 月 １ ９ 日 

市民文化部体育スポーツ課 



競技名 所属 氏名 実績
H29強化
指定選手

南筑高校
３年 素根　輝

ソ ネ　　　　アキラ
ブダペスト柔道世界選手権大会　日本代表 〇

南筑高校
３年 飯田

 イイ ダ

竜生
リュウセイ 全国高等学校柔道選手権大会

男子73kg級　第3位

南筑高校
２年 古賀

コ ガ

若菜
ワカナ

全日本柔道連盟女子Ｃ強化指定選手 〇

南筑高校
１年 吉田

 ヨシ ダ

泰生
タイキ 全国中学校柔道大会

　男子55kg級　優勝

南筑高校
１年 中嶋

ナカシマ

涼葉
スズハ 全国中学校柔道大会

　女子52kg級　３位

鵬翔
ホウショウ

高校

１年
酒井
 サカ イ

怜奈
レ ナ 全国中学校柔道大会

　女子48kg級　３位

福岡県自転車
競技連盟 池上

イケガミ

　あかり
UCIジュニアトラック世界選手権大会
　日本代表

〇

祐誠高校
３年 兒島　直樹

コジマ ナオキ

国民体育大会
　少年男子ポイント・レース　優勝
全国高等学校選抜自転車競技大会
　3kmｲﾝﾃﾞｨｳﾞｨﾃﾞｭｱﾙ･ﾊﾟｰｼｭｰﾄ　優勝

祐誠高校
３年 上野

ウエノ

　矢
シ

竜
リュウ 全国高等学校選抜自転車競技大会

ケイリン　優勝

祐誠高校
２年 内野

ウチノ

艶
ツヤ

和
カ

全国高等学校選抜自転車競技大会
　2kmｲﾝﾃﾞｨｳﾞｨﾃﾞｭｱﾙ･ﾊﾟｰｼｭｰﾄ　準優勝
　6kmスクラッチ　優勝
　個人ロード・レース　優勝

祐誠高校
３年 亀田

 カメ ダ

瞬
シュン 全国高等学校総合体育大会　陸上競技大会

走高跳　第２位

祐誠高校
３年 平野

 ヒラ ノ

竜也
タツヤ 国民体育大会　陸上競技

やり投げ　第3位

立命館大学
１年 八橋

 ヤツハシ

巧
タクミ カヌースプリントU23世界選手権大会

男子カヤック　日本代表
〇

三潴高校
３年 下川

シモガワ

拓
ヒロ

樹
キ

アジアパシフィックレガッタ
男子カヤック　1000ｍ　U18日本代表
※H30年3月27日派遣選手選考会にて決定

バレー
祐誠高校
３年 鬼木

オニキ

錬
レン U19世界ユース男子選手権

バレーボール大会　日本代表

空手
駒澤大学
１年 陣内

ジンナイ

　亮輔
リョウスケ 船越義珍杯少年世界空手道選手権大会

男子組手　優勝

カヌー

平成３０年度久留米市トップアスリート強化指定選手

柔道

自転車

陸上

別紙

報告６－２
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